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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第50期

第２四半期連結
累計期間

第51期
第２四半期連結
累計期間

第50期
第２四半期連結
会計期間

第51期
第２四半期連結
会計期間

第50期

会計期間

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　１月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　４月１日
至　平成21年
　　６月30日

自　平成22年
　　４月１日
至　平成22年
　　６月30日

自　平成21年
　　１月１日
至　平成21年
　　12月31日

売上高 (千円) 37,215,25630,268,24919,702,23116,123,67475,576,619

経常利益 (千円) 1,492,482815,9911,204,523533,4613,016,826

四半期純利益又は四半
期(当期)純損失(△)

(千円) △846,769 986,385△325,833 780,979△2,861,228

純資産額 (千円) ― ― 10,744,02911,435,93710,470,464

総資産額 (千円) ― ― 55,239,05849,511,46652,958,785

１株当たり純資産額 (円) ― ― 574.78 567.57 519.65

１株当たり四半期純利
益金額又は四半期（当
期）純損失金額(△)

(円) △47.98 48.95 △18.46 38.76 △156.99

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 18.4 23.1 19.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 3,657,957485,674 ― ― 6,915,551

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △208,821△699,974 ― ― 801,608

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △3,072,643△1,187,488 ― ― △2,569,633

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,680,9775,901,2867,422,286

従業員数 (名) ― ― 2,988 2,238 2,303

(注)　１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

 ２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３　第50期及び第50期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また新株予約権付社債等潜在株式がないため記載して

おりません。

 ４　第51期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、新

株予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　

　

３ 【関係会社の状況】

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 2,238

(注) 従業員数は就業人員であります。

　

　

(2) 提出会社の状況

　 平成22年６月30日現在

従業員数（名） 1,095

(注) 従業員数は、就業人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第２四半期連結会計期間における生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。
　

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

高機能食品容器 4,574,215 △28.8

汎用食品容器 7,905,537 △21.1

調味料容器 270,149 ＋ 3.7

合計 12,749,903 △23.7

(注) １　金額は、平均販売価格によっております。
２　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　
(2) 受注実績

当社は、一部特注品を除き、見込み生産方式を行っております。
　

(3) 販売実績

当第２四半期連結会計期間における販売実績を種類別に示すと、次のとおりであります。
　

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

金額(千円) 前年同期比(％)

製品 　 　

高機能食品容器 4,317,858 △33.9

汎用食品容器 7,745,637 △20.0

調味料容器 212,921 △21.3

その他 38,380 △45.7

製品計 12,314,799 △25.6

商品 3,808,875 ＋20.9

合計 16,123,674 △18.2

(注) 　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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２ 【事業等のリスク】

　当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。　

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」からの重要な変更は以下の通り

です。

(2) 海外事業展開のリスク

　当社は、中国に現地法人を設立し事業展開しておりますが、全世界的な景気後退による業績の悪化、

それぞれの国や地域における法制度の改変や労働争議、電力・水・輸送等インフラ部分での障害、戦

争・テロ及び治安の悪化、伝染病等衛生上の問題などが発生した場合、当社グループの業績及び財政

状態に影響を与える可能性があります。

３ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、新たな経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありませ

ん。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)経営成績の分析

　　当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、中国及び新興国向け輸出の回復やエコポイント

などの政策支援の恩恵を受けた業種で景気に一部持ち直しの動きが見られるものの、南欧の財政混

乱による金融危機や国内の民間設備投資・雇用低迷の影響が懸念されるなど、先行きに不透明な状

況が続いております。このような状況の中、当社グループにおける国内では、食品包装容器メーカー

の原点ともいうべき、“安心で安全な製品を市場に提供していくための体制”強化に取組んでまい

りました。また、昨年に引続き、製品の軽量化による原材料費削減や物流費の削減を推進してまいり

ましたが、消費者の節約志向が食料品にも波及している影響等から、当第２四半期会計期間における

単体業績は、売上高14,905百万円（前年同期比4.8%減）、営業利益646百万円（前年同期比41.5%

減）、経常利益506百万円（前年同期比43.7%減）、四半期純利益722百万円（前年同期△525百万円）

となりました。

　アジアは、内外の景気に支えられて回復を強めており、特に中国ではインフラ整備などの国内政策

に支えられＧＤＰも二桁成長を維持し、個人消費も底堅い状態にあります。このような状況の中、中

国子会社の業績は、業績不振であった重慶中央化学の清算や他の公司における収益改善などにより、

現地通貨ベース前年同期比で増収、増益（売上高4.0％増、営業利益65.0％増）を実現しました。

　また、米国は連結子会社であったC&M FINE PACK，INC．平成21年11月に同社全株式を譲渡したこと

により連結対象外となっております。

　この結果、当第2四半期連結会計期間の業績は、連結売上高が16,123百万円（前年同期比18.2%減）

となり、営業利益では792百万円（前年同期比47.4%減）、経常利益では為替差益幅の減少により533

百万円（前年同期比55.7%減）となりました。
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(2)財政状態の分析

（資産）

　資産は、受取手形及び売掛金の減少1,661百万円や現金及び預金の減少1,521百万円等により、前連

結会計年度末と比べ3,447百万円減少し49,511百万円となりました。

（負債）

　負債は、支払手形及び買掛金が1,686百万円減少したこと等により、前連結会計年度末に比べ4,412

百万円減少し38,075百万円となりました。

（純資産）

　純資産は、四半期純利益986百万円等により、前連結会計年度末に比べ965百万円増加し11,435百万

円となり、自己資本比率は23.1％となりました。

　これにより１株当たり純資産額は567円57銭となり、前連結会計年度末に比べ47円92銭増加いたし

ました。

　

(3)キャッシュ・フローの状況の分析

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は5,901百万

円（前年同四半期末残高2,680百万円）であり、第１四半期連結会計期間末に比べ367百万円の減少

となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、935百万円（前年同期比912百万

円減少）となりました。これは税金等調整前四半期純利益804百万円や減価償却費646百万円があっ

た一方、たな卸資産の増加421百万円等によるものであります。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、274百万円（前年同期比296百万

円減少）となりました。これは、固定資産の売却収入124百万円があった一方、固定資産の取得403百

万円等によるものであります。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、877百万円（前年同期比160百万

円増加）となりました。これは、短期借入金の減少565百万円やリース債務の減少234百万円等による

ものであります。 

 

　

(4)事業上および財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に、重要な

変更および新たに生じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

　当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は、68,822千円であります。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

　当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

　当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、

除却等について、重要な変更はありません。

また当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成22年８月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 21,040,000 21,040,000
大阪証券取引所（注）
（ＪＡＳＤＡＱ市場）

単元株式数　　　　　　
　　100株

計 21,040,000 21,040,000 ― ―

（注）　平成22年４月１日付で、ジャスダック証券取引所は、大阪証券取引所を存続会社として合併しております。こ

れによりＪＡＳＤＡＱ市場は、大阪証券取引所が開設する市場となっております。

　

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　該当事項はありません。
　

　

(4) 【ライツプランの内容】

　　　　該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　　

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高
（千円）

平成22年６月30日 ― 21,040 ― 6,212,750 ― 4,675,588

　

　

EDINET提出書類

中央化学株式会社(E02429)

四半期報告書

 8/34



　

(6) 【大株主の状況】

平成22年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

渡　辺　明　人　 埼玉県鴻巣市 4,907 23.32

渡辺興産株式会社 埼玉県鴻巣市東１丁目５番11号 3,980 18.91

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２丁目３番１号 1,888 8.97

三菱商事パッケージング株式会社 東京都中央区日本橋２丁目３番10号 1,000 4.75

東日本CT共栄会 埼玉県鴻巣市宮地３丁目５番１号 818 3.88

西日本CT共栄会 埼玉県鴻巣市宮地３丁目５番１号 664 3.15

三菱樹脂株式会社 東京都中央区日本橋本石町１丁目２番２号 662 3.14

株式会社ＪＳＰ
東京都千代田区丸の内３丁目４番２号
新日石ビル

625 2.97

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 532 2.53

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 516 2.45

計 ― 15,596 74.12

(注)  上記のほか当社保有の自己株式890千株（4.23％）があります。

　

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成22年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式

890,900 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 20,148,100 201,481 ―

単元未満株式 普通株式 1,000 ― 1単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 21,040,000― ―

総株主の議決権 ― 201,481 ―

(注)　１　「単元未満株式」欄の普通株式には当社保有の自己株式２株が含まれております。

２　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権20個）含ま

れております。
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② 【自己株式等】

　 　 　 　 平成22年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
中央化学株式会社

埼玉県鴻巣市宮地
３丁目５番１号

890,900 ― 890,900 4.23

計 ― 890,900 ― 890,900 4.23

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成22年
１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月

最高(円) 399 380 339 395 440 442

最低(円) 370 312 303 328 376 403

(注)　　平成22年３月31日以前は、ジャスダック証券取引所における株価であり、平成22年４月１日以降は、大阪証券取引

所（ＪＡＳＤＡＱ市場）における株価であります。なお、ジャスダック証券取引所は平成22年４月１日付で大阪

証券取引所と合併しております。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は次のとおりでありま

す。

（役職の異動）

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役　専務執行役員
生産・物流・技術管掌

取締役　専務執行役員
生産・物流管掌

山岸　秀樹 平成22年６月１日

取締役　常務執行役員
中国事業管理室長

取締役　常務執行役員
国際本部長

竹田　憲央 平成22年６月１日

取締役　専務執行役員
管理部門管掌兼情報システム部長

取締役　専務執行役員
管理部門管掌兼社長室長

藤ノ木　清 平成22年６月11日
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結

累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期

間（平成22年１月１日から平成22年６月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成

しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年４月

１日から平成21年６月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年１月１日から平成21年６月30

日まで）に係る四半期連結財務諸表並びに、当第２四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年

６月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間(平成22年１月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半

期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けております。　
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,901,286 7,422,286

受取手形及び売掛金 ※2
 10,300,025

※2
 11,961,329

商品及び製品 6,397,578 6,051,188

仕掛品 685,696 693,998

原材料及び貯蔵品 1,240,467 1,148,485

繰延税金資産 176,572 276,532

その他 1,430,977 1,607,944

貸倒引当金 △58,704 △193,188

流動資産合計 26,073,899 28,968,576

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） ※1
 6,927,948

※1
 7,088,088

機械装置及び運搬具（純額） ※1
 3,738,887

※1
 3,917,987

土地 4,913,042 4,912,851

リース資産（純額） ※1
 2,477,389

※1
 2,905,911

建設仮勘定 281,199 144,613

その他（純額） ※1
 1,134,741

※1
 1,069,861

有形固定資産合計 19,473,209 20,039,313

無形固定資産

リース資産 36,294 45,310

その他 386,261 405,044

無形固定資産合計 422,556 450,354

投資その他の資産

投資有価証券 339,469 307,230

長期貸付金 210,212 229,176

破産更生債権等 10,000,969 10,163,596

繰延税金資産 1,864,527 1,762,630

その他 346,630 336,990

貸倒引当金 △9,220,009 △9,299,083

投資その他の資産合計 3,541,800 3,500,540

固定資産合計 23,437,566 23,990,208

資産合計 49,511,466 52,958,785
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 11,559,131 13,245,522

短期借入金 17,827,609 18,293,406

リース債務 813,838 967,398

未払金 2,028,063 2,678,769

未払法人税等 72,119 196,264

未払消費税等 30,332 489,039

繰延税金負債 4,253 4,490

海外事業等再編引当金 574,106 657,885

その他 835,412 1,069,966

流動負債合計 33,744,867 37,602,743

固定負債

長期借入金 1,329,120 1,600,780

リース債務 1,831,475 2,115,672

繰延税金負債 9,408 9,615

退職給付引当金 482,993 435,100

役員退職慰労引当金 28,840 88,050

債務保証損失引当金 490,000 440,000

その他 158,823 196,360

固定負債合計 4,330,662 4,885,578

負債合計 38,075,529 42,488,321

純資産の部

株主資本

資本金 6,212,750 6,212,750

資本剰余金 5,787,143 8,259,959

利益剰余金 1,110,183 △2,349,018

自己株式 △1,169,214 △1,169,190

株主資本合計 11,940,861 10,954,499

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △8,095 △5,615

繰延ヘッジ損益 △8,482 △3,108

為替換算調整勘定 △488,346 △475,311

評価・換算差額等合計 △504,924 △484,035

純資産合計 11,435,937 10,470,464

負債純資産合計 49,511,466 52,958,785
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

売上高 37,215,256 30,268,249

売上原価 28,098,020 23,388,319

売上総利益 9,117,236 6,879,929

販売費及び一般管理費 ※1
 7,593,004

※1
 5,757,043

営業利益 1,524,231 1,122,886

営業外収益

受取利息 6,790 3,544

受取配当金 8,906 7,378

為替差益 320,344 －

その他 112,792 161,040

営業外収益合計 448,834 171,963

営業外費用

支払利息 322,756 235,280

手形売却損 48,941 25,233

売上割引 51,795 47,561

為替差損 － 96,360

その他 57,090 74,423

営業外費用合計 480,583 478,858

経常利益 1,492,482 815,991

特別利益

前期損益修正益 57,736 50,164

固定資産売却益 － 125,111

投資有価証券売却益 321,450 －

貸倒引当金戻入額 11,300 137,185

役員退職慰労引当金戻入額 259,940 －

その他 472 1,771

特別利益合計 650,899 314,232

特別損失

前期損益修正損 6,184 －

固定資産除売却損 11,556 30,831

減損損失 ※2
 26,485 －

投資有価証券評価損 2,980 99

投資有価証券売却損 300 －

関係会社出資金評価損 22,000 －

海外事業等再編費用 ※2, ※3
 819,702 －

早期割増退職金 4,924 －

債務保証損失引当金繰入額 640,000 50,000

貸倒引当金繰入額 850,000 －

リース会計基準の適用に伴う影響額 101,307 －

たな卸資産評価損 210,324 －

その他 0 18,961

特別損失合計 2,695,767 99,893

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△552,385 1,030,330
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

法人税、住民税及び事業税 137,774 42,677

法人税等調整額 145,313 1,267

法人税等合計 283,088 43,944

損失負担契約に基づく当社及び連結子会社以外の者
への振替額

13,400 －

少数株主利益 24,696 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △846,769 986,385
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【第２四半期連結会計期間】
(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年４月１日
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年４月１日
  至 平成22年６月30日)

売上高 19,702,231 16,123,674

売上原価 14,326,482 12,383,618

売上総利益 5,375,748 3,740,056

販売費及び一般管理費 ※1
 3,868,334

※1
 2,947,735

営業利益 1,507,414 792,321

営業外収益

受取利息 6,507 1,688

受取配当金 8,678 3,740

その他 30,685 91,772

営業外収益合計 45,871 97,201

営業外費用

支払利息 168,322 117,348

手形売却損 22,474 12,461

売上割引 25,442 23,262

為替差損 103,052 139,071

その他 29,470 63,917

営業外費用合計 348,762 356,061

経常利益 1,204,523 533,461

特別利益

固定資産売却益 － 124,355

投資有価証券売却益 321,450 －

貸倒引当金戻入額 800 177,801

その他 1,503 1,725

特別利益合計 323,753 303,881

特別損失

前期損益修正損 866 －

固定資産除売却損 11,439 21,145

減損損失 ※2
 26,485 －

投資有価証券評価損 － △946

関係会社出資金評価損 22,000 －

海外事業等再編費用 ※2, ※3
 819,702 －

債務保証損失引当金繰入額 640,000 －

その他 0 12,280

特別損失合計 1,520,494 32,479

税金等調整前四半期純利益 7,782 804,864

法人税、住民税及び事業税 149,943 30,272

法人税等調整額 157,366 △6,387

法人税等合計 307,310 23,884

損失負担契約に基づく当社及び連結子会社以外の者
への振替額

699 －

少数株主利益 27,004 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △325,833 780,979
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△552,385 1,030,330

減価償却費 1,575,157 1,302,421

減損損失 26,485 －

海外事業等再編費用 819,702 －

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 640,000 50,000

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,099,369 △195,304

退職給付引当金の増減額（△は減少） 61,462 47,893

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △270,860 △59,210

受取利息及び受取配当金 △15,696 △10,922

支払利息 322,756 235,280

為替差損益（△は益） △46,471 5,423

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） △318,169 99

関係会社出資金評価損 22,000 －

有形固定資産除却損 11,556 30,831

有形固定資産売却損益（△は益） － △125,111

役員退職慰労金 17,860 65,790

売上債権の増減額（△は増加） 4,503,800 1,833,365

たな卸資産の増減額（△は増加） 2,118,636 △475,257

仕入債務の増減額（△は減少） △6,121,866 △1,566,846

未払消費税等の増減額（△は減少） 158,809 △456,576

その他 93,886 △800,698

小計 4,146,032 911,509

利息及び配当金の受取額 14,635 10,369

利息の支払額 △327,461 △248,138

役員退職慰労金の支払額 △17,860 △65,790

法人税等の支払額 △157,389 △122,275

営業活動によるキャッシュ・フロー 3,657,957 485,674

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △727,381 △802,912

固定資産の売却による収入 80,190 129,200

投資有価証券の取得による支出 △32,946 △34,819

投資有価証券の売却による収入 397,550 －

貸付けによる支出 △6,725 －

貸付金の回収による収入 4,600 5,400

その他 75,892 3,156

投資活動によるキャッシュ・フロー △208,821 △699,974
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(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
  至 平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
  至 平成22年６月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,837,330 △507,428

長期借入金の返済による支出 △478,499 △190,860

リース債務の返済による支出 △756,813 △489,176

自己株式の取得による支出 － △23

財務活動によるキャッシュ・フロー △3,072,643 △1,187,488

現金及び現金同等物に係る換算差額 51,641 △119,211

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 428,134 △1,521,000

現金及び現金同等物の期首残高 2,252,843 7,422,286

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,680,977

※
 5,901,286
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【継続企業の前提に関する事項】

該当事項はありません。

　

　

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

該当事項はありません。

　

【表示方法の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

従来、営業外収益の「雑収入」と「その他」として掲記しておりましたが、「その他」に統一して表示してお

ります。なお、前第２四半期連結累計期間の「雑収入」は77,341千円であります。

　

【簡便な会計処理】

該当事項はありません。

　

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

※１　有形固定資産

減価償却累計額 46,247,198千円

　 なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含
  めております。
 

※１　有形固定資産

減価償却累計額 47,535,191千円

　 なお、減価償却累計額には、減損損失累計額を含
  めております。

※２　受取手形割引高　　　　　　  2,078,615千円 ※２　受取手形割引高　　　　　　　3,662,549千円

　
(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

運送保管料 2,840,598千円

給料手当 1,172,193

販売促進費 1,006,139

貸倒引当金繰入額 95,412

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

運送保管料 1,956,174千円

給料手当 940,733

販売促進費 846,706

　 　

※２　当第２四半期連結累計期間において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。

会社名 種類 用途 場所 金額
（千円）

北京雁栖
中央化学
有限公司

無形固定
資産その
他

事業用資
産

中国北京
市

187,264

中央化学
(株)

土地 遊休資産 富山県黒
部市

26,485

 

　当社グループは、管理会計上の事業所区分をグルーピ

ングの単位としております。

　ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産など

は、個別に判定しております。

　当第２四半期連結累計期間において、事業再編予定の

グループ（北京雁栖中央化学有限公司）並びに既に閉

鎖している旧北陸工場の土地について帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額（213,749千円）のうち

187,264千円は海外事業等再編費用として計上し、

26,485千円は減損損失として計上しております。なお、

当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額及び

使用価値により測定しており、正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価基準に基づき評価し、それ以

外の資産については、売却見込額から処分費用見込額

を控除して算定し、売却や他への転用が困難な資産に

ついては、零または備忘価額で評価しております。使用

価値は、将来キャッシュ・フローを4.5％で割引いて算

定しております。

　

※３　海外事業等再編費用

海外事業等再編費用 632,438千円

(内、海外事業等再編引当金繰入額) 429,090)

減損損失 187,264

計 819,702
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

運送保管料 1,468,323千円

給料手当 576,396

販売促進費 494,066

貸倒引当金繰入額 72,983

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費用及び金額

は次のとおりであります。 

運送保管料 1,018,736千円

給料手当 460,479

販売促進費 449,563

　 　

 

※２　当第２四半期連結会計期間において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しております。

会社名 種類 用途 場所 金額
（千円）

北京雁栖
中央化学
有限公司

無形固定
資産その
他

事業用資
産

中国北京
市

187,264

中央化学
(株)

土地 遊休資産 富山県黒
部市

26,485

　当社グループは、管理会計上の事業所区分をグルーピ

ングの単位としております。

　ただし、将来の使用が見込まれていない遊休資産など

は、個別に判定しております。

　当第２四半期連結会計期間において、事業再編予定の

グループ（北京雁栖中央化学有限公司）並びに既に閉

鎖している旧北陸工場の土地について帳簿価額を回収

可能額まで減額し、当該減少額（213,749千円）のうち

187,264千円は海外事業等再編費用として計上し、

26,485千円は減損損失として計上しております。なお、

当資産グループの回収可能価額は、正味売却価額及び

使用価値により測定しており、正味売却価額は、土地に

ついては不動産鑑定評価基準に基づき評価し、それ以

外の資産については、売却見込額から処分費用見込額

を控除して算定し、売却や他への転用が困難な資産に

ついては、零または備忘価額で評価しております。使用

価値は、将来キャッシュ・フローを4.5％で割引いて算

定しております。

 

　

※３　海外事業等再編費用

海外事業等再編費用 632,438千円

(内、海外事業等再編引当金繰入額) 429,090)

減損損失 187,264

計 819,702
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 2,680,977千円

預入期間が３か月超の定期預金 －千円

現金及び現金同等物 2,680,977千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 5,901,286千円

預入期間が３か月超の定期預金 －千円

現金及び現金同等物 5,901,286千円

　

(株主資本等関係)

当第２四半期連結会計期間末（平成22年６月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日

　至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 21,040,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 890,902

　
３　新株予約権等に関する事項

　　　　  該当事項はありません。
　

４　配当に関する事項

　　　（1）配当金支払額

　　　　該当事項はありません。
　

 （2）基準日が当事業年度の開始の日から当四半期会計期間末までに属する配当のうち、配当の効力

発生日が当四半期会計期間の末日後となるもの

　　　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

当社は、平成22年２月19日開催の取締役会における資本準備金及び利益準備金の額の減少並びに剰

余金の処分に関する決議に基づき、資本剰余金から利益剰余金へ2,472,815千円振替え、欠損の填補を

行っております。この結果、当第２四半期連結累計期間末において、資本剰余金が2,472,815千円減少

し、利益剰余金が同額増加しております。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

　前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　　「合成樹脂簡易食品容器及び関連商・製品製造販売事業」のみの単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　当第２四半期連結会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日）

　　「合成樹脂簡易食品容器及び関連商・製品製造販売事業」のみの単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　前第２四半期連結累計期間（自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日）

　　「合成樹脂簡易食品容器及び関連商・製品製造販売事業」のみの単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。

　

　当第２四半期連結累計期間（自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日）

　　「合成樹脂簡易食品容器及び関連商・製品製造販売事業」のみの単一事業のため、事業の種類別セグメント情報の記

載を省略しております。
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【所在地別セグメント情報】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

15,716,1662,905,1111,080,95319,702,231 ― 19,702,231

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

50,790 234 466,441517,466(517,466) ―

計 15,766,9562,905,3461,547,39520,219,697(517,466)19,702,231

　　営業利益 1,370,422259,89199,5131,729,828(222,414)1,507,414

(注)　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　　(1)国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。
　　　　(2)日本以外の区分に属する主な国又は地域
　　　　　　　①　北米・・・アメリカ
　　　　　　　②　アジア・・・中国

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

14,993,352 ― 1,130,32216,123,674 ― 16,123,674

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

14,750 ― 253,017267,768(267,768) ―

計 15,008,103 ― 1,383,33916,391,443(267,768)16,123,674

　　営業利益 801,384 2,119 80,972884,477(92,155)792,321

(注） １．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　北米・・・アメリカ
　　　　　　　②　アジア・・・中国

３．従来、北米セグメントに含まれておりましたC&M Fine Pack,Inc.は、平成21年11月における同社株式の全株

譲渡により、連結対象外となっております。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

29,443,8715,583,3992,187,98537,215,256 ― 37,215,256

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

113,458 660 804,854918,972( 918,972)―

計 29,557,3295,584,0592,992,84038,134,229( 918,972)37,215,256

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,513,283257,370△47,4011,723,252( 199,020)1,524,231

(注)　１　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　（１）国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。　

（２）日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　北米・・・アメリカ
　　　　　　　②　アジア・・・中国

２ 会計処理の方法の変更

　　　　（棚卸資産の評価に関する基準）
　　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り当連結
　　　　　会計年度の第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計　　　　　
　　　　　基準第９号　企業会計基準委員会　平成18年７月５日公表分）を適用しております。この
　　　　  変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期間の営業損益は日　
　　　　　本で営業利益が45,817千円増加し、アジアで営業損失が3,600千円増加しております。
　　　
　　　　　（リース取引に関する基準）
　　　　　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載の通り当連結
　　　　　会計年度の第１四半期連結会計期間より、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基
　　　　　準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及
　　　　　び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年
　　　　　１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用し
　　　　　ております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて当第２四半期連結累計期　　　　　　　　　　　
　　　　　間の営業利益は日本で61,830千円増加しております。
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当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

日本
(千円)

北米
(千円)

アジア
(千円)

計
(千円)

消去
又は全社
(千円)

連結
(千円)

　　売上高 　 　 　 　 　 　

　(1) 外部顧客に対する
　　　売上高

28,105,297 ― 2,162,95130,268,249 ― 30,268,249

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

53,824 ― 579,720633,545(633,545) ―

計 28,159,122 ― 2,742,67230,901,794(633,545)30,268,249

　　営業利益又は
　　営業損失(△)

1,170,992△11,928163,3831,322,447(199,560)1,122,886

(注） １．国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

２．日本以外の区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　北米・・・アメリカ
　　　　　　　②　アジア・・・中国

３．従来、北米セグメントに含まれておりましたC&M Fine Pack,Inc.は、平成21年11月における同社株式の全株

譲渡により、連結対象外となっております。
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【海外売上高】

前第２四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,918,483 1,416,869 4,335,353

Ⅱ　連結売上高(千円) 　 19,702,231

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

14.8 7.2 22.0

(注)　１　海外売上高は、連結財務諸表提出会社の輸出高及び本国以外の国に所在する連結子会社の本国以外の国又　は

地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間の内部売上を除く）であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1)国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

　　　　　(2)各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　北米・・・アメリカ

　　　　　　　②　その他の地域・・・中国・ヨーロッパ

　

当第２四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

　

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 1,545,570 48,650 1,594,220

Ⅱ　連結売上高(千円) 　 16,123,674

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.6 0.3 9.9

(注)　１　海外売上高は、連結財務諸表提出会社の輸出高及び本国以外の国に所在する連結子会社の本国以外の国又　　　　

は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間の内部売上を除く）であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　アジア・・・中国

　　　　　　　②　その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

４  従来、北米セグメントに含まれておりましたC&M Fine Pack,Inc.は、平成21年11月における同社株式の全株

譲渡により、連結対象外となっております。その結果、北米地域の売上高が減少したことで、「その他の地

域」に含めております。なお、当第２四半期連結会計期間の「その他の地域」に含まれる北米の海外売上高

は10,488千円であります。

５　従来、アジア売上は「その他の地域」に含めて表示しておりましたが、アジアの連結売上に対する売上高比率

が重要性を増したため、「アジア」として区分掲記しております。なお、前第２四半期連結会計期間の「その

他の地域」に含まれるアジアの海外売上高は1,375,747千円であります。
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前第２四半期連結累計期間(自　平成21年１月１日　至　平成21年６月30日)

　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日
至　平成21年６月30日)

北米 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 5,602,827 2,708,760 8,311,588

Ⅱ　連結売上高(千円) 　 37,215,256

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

15.0 7.3 22.3

(注)　１　海外売上高は、連結財務諸表提出会社の輸出高及び本国以外の国に所在する連結子会社の本国以外の国又　　　

は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間の内部売上を除く）であります。

２　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

　　　　　(1)国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

　　　　　(2)各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　北米・・・アメリカ

　　　　　　　②　その他の地域・・・中国・ヨーロッパ

　

当第２四半期連結累計期間(自　平成22年１月１日　至　平成22年６月30日)

　

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日
至　平成22年６月30日)

アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 2,963,878 101,007 3,064,886

Ⅱ　連結売上高(千円) 　 30,268,249

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

9.8 0.3 10.1

(注)　１　海外売上高は、連結財務諸表提出会社の輸出高及び本国以外の国に所在する連結子会社の本国以外の国又　　　

は地域における売上高の合計額（ただし、連結会社間の内部売上を除く）であります。

２　国又は地域の区分の方法は、地理的近接度によっております。

３　各区分に属する主な国又は地域

　　　　　　　①　アジア・・・中国

　　　　　　　②　その他の地域・・・アメリカ・ヨーロッパ

４  従来、北米セグメントに含まれておりましたC&M Fine Pack,Inc.は、平成21年11月における同社株式の全株

譲渡により、連結対象外となっております。その結果、北米地域の売上高が減少したことで、「その他の地

域」に含めております。なお、当第２四半期連結累計期間の「その他の地域」に含まれる北米の海外売上高

は29,185千円であります。

５　従来、アジア売上は「その他の地域」に含めて表示しておりましたが、アジアの連結売上に対する売上高比率

が重要性を増したため、「アジア」として区分掲記しております。なお、前第２四半期連結累計期間の「その

他の地域」に含まれるアジアの海外売上高は2,624,301千円であります。
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(有価証券関係)

有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)

　　デリバティブ取引は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動がありません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１  １株当たり純資産額

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

１株当たり純資産額 567.57円１株当たり純資産額 519.65円

(注)　１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第２四半期連結累計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年12月31日)

純資産の部の合計金額(千円) 11,435,937 10,470,464

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) ― ―

（うち少数株主持分） （ ― ） （ ― ）

普通株式に係る四半期末(期末)の純資産額(千円) 11,435,937 10,470,464

１株当たり純資産額の算定に用いられた四半期末
(期末)の普通株式の数(株)

20,149,098 20,149,168

　２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 47.98円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、１株当たり四半期純損失であり、また新株
予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益金額 48.95円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、新株予約権付社債等潜在株式がないため
記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結累計期間
(自　平成21年１月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成22年１月１日 
  至　平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △846,769 986,385

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△846,769 986,385

普通株式の期中平均株式数(株) 17,649,168 20,149,138
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第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額 18.46円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、１株当たり四半期純損失であり、また新株
予約権付社債等潜在株式がないため記載しておりませ
ん。

１株当たり四半期純利益金額 38.76円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額
については、新株予約権付社債等潜在株式がないため
記載しておりません。
 

(注)　１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第２四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日 
  至　平成21年６月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自　平成22年４月１日 
  至　平成22年６月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△）(千円) △325,833 780,979

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失
（△）(千円)

△325,833 780,979

普通株式の期中平均株式数(株) 17,649,168 20,149,116

　

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

　

(リース取引関係)

　該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月28日

中央化学株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    田    道    春    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鎌    田    竜    彦    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

化学株式会社の平成21年１月１日から平成21年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平

成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年１月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期

連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央化学株式会社及び連結子会社の平成21年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

１．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、第１四半期連結会

計期間から棚卸資産の評価に関する会計基準及びリース取引に関する会計基準が適用されることとなったた

め、これらの会計基準により四半期連結財務諸表を作成している。

２．重要な後発事象に記載されているとおり、会社は平成21年７月３日開催の取締役会において、臨時株主総会の

承認を条件として第三者割当による新株発行を行うことを決議している。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　 以  上
　

 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月11日

中央化学株式会社

取締役会  御中

　

有限責任監査法人トーマツ

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    田    道    春    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    鎌    田    竜    彦    印

　

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中央

化学株式会社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平

成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年

６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中央化学株式会社及び連結子会社の平成22年

６月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経

営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事

項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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